
 

 

さがの林業再生プロジェクト推進事業補助金交付要綱 

                    令和３年１０月１９日林業第１３７３号 制定 

令和５年  ４月  ３日林業第  ２８３号 改正 

令和７年  ４月  １日林業第   ６８号 改正 

令和８年  ４月  １日林業第   ８５号 改正 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、森林資源の循環利用を通じた林業の再生及び森林の適正な管理を通じた荒廃化

の未然防止のため、小規模で分散している森林における施業の集約化を通じ、林業事業体の作

業効率の向上及び事業量の増大、経営基盤の強化等を図るため、別表１の事業主体（以下「補

助事業者」という。）が行う、さがの林業再生プロジェクト推進事業（以下「事業」という。）

に要する経費に対して、予算の範囲内において、補助金を交付することとし、その補助金につ

いては、佐賀県補助金等交付規則（昭和 53年佐賀県規則第 13号。以下「規則」という。）、さ

がの林業再生プロジェクト推進事業実施要領（以下「要領」という。）及びこの要綱に定める

ところによる。 

 

（補助事業者） 

第２条 この要綱に基づく補助金の補助事業者は、自己又は自社の役員等が次の各号のいずれに

も該当する者であってはならない。 

（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２

条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２） 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力

団員をいう。以下同じ。） 

（３） 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

（４） 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもっ

て暴力団又は暴力団員を利用している者 

（５） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積極的

に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

（６） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（７） 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

２ 補助事業者は、前項の（２）から（７）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法

人その他の団体又は個人であってはならない。 

 

（交付の対象経費及び補助率） 

第３条 補助金の交付の対象経費及びこれに対する補助率は、別表１のとおりとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第４条 規則第３条第１項に規定する補助金交付申請書は、様式第１号のとおりとする。 



 

 

２ 補助事業者は、前項の申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税

等相当額（補助金対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭

和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該

金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合

計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合に

は、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入

れに係る消費税等相当額が明らかでない部分については、この限りでない。 

３ 第１項の補助金交付申請書の提出期限は、知事が要領第６条第１項に定める日までとし、提

出部数は１部とする。 

４ 規則第４条第３項に規定する補助金等の交付の申請が到達してから、当該申請に係る補助金

等の交付の決定をするまでに通常要すべき標準的な期間は、60日とする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第５条 規則第５条の規定により補助金の交付に付する条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）規則及びこの要綱の規定に従うこと。 

（２）事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類又は証拠物（以下「帳簿等」と

いう。）を整備し、事業完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管しなけ

ればならない。 

（３）同項（２）に基づき作成、整備及び保管すべき帳簿等、台帳及び調書のうち、電磁的記録

により作成、整備及び保管が可能なものは、電磁的記録によることができる。 

（４）知事は、補助事業者が第２条に該当することが判明したときは、額の確定の有無にかかわ

らず補助金の交付の決定の全部、又は一部を取り消すことができる。 

（５）知事は、補助事業者が補助金を他の用途に使用し又は補助金の交付の内容、条件、その他

法令等若しくは指示に違反したときは、額の確定の有無にかかわらず補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消しすることができる。 

 

（竣工検査及び補助金の査定） 

第６条 知事は、森林の集約化にかかる活動の結果、間伐等の森林作業が完了し、補助金の交付

を受けようとする者から補助金交付申請の提出があったときは、竣工検査を行い、補助金の査

定を行う。 

 

（補助金の交付決定及び確定通知等） 

第７条 知事は、前条の規定による補助金査定の結果に基づいて、補助金の交付決定及び額の確

定をしたときは補助金の交付を受けようとする者に様式第２号により通知するものとする。 

２ 第４条第２項ただし書きにより交付の申請をした補助事業者は、前項の交付決定及び額の確

定を受けた後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕入れに係る消

費税等相当額が確定した場合には、その金額（第４条第２項の規定により減額した各事業主体

にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を様式第３号により速やかに知事に報



 

 

告するとともに、知事の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。 

 

（補助金の交付） 

第８条 規則第 15条第１項に規定する補助金交付請求書は、様式第４号のとおりとする。 

 

（書類の経由） 

第９条 規則又はこの要綱に基づき提出する書類は、所轄農林事務所を経由しなければならない。

ただし、第８条に規定する補助金交付請求は、所轄農林事務所を経由しないものとする。 

  

附 則 

この要綱は、令和３年度分の補助金から適用する。 

この要綱は、令和５年度分の補助金から適用する。 

この要綱は、令和７年度分の補助金から適用する。 

この要綱は、令和８年度分の補助金から適用する。 

 



 

 

別表１ 

事業主体 補助対象となる活動 補助率 

林業経営体（林野庁が定めた林

業経営体の考え方に沿って、知事

が選定した林業経営体（選定経営

体））かつ、森林経営計画の認定を

受けた者（市町を除く）もしくは、

特定間伐等促進計画（森林の間伐

等の実施の促進に関する特別措

置法（平成 20 年法律第 32 号）に

規定する特定間伐等促進計画を

いう。）において特定間伐等の事

業実施主体に位置付けられた者

（市町を除く） 

または、森林所有者（立木の

管理者含む）から森林作業にか

かる委託（造林補助事務を含

む）を受け、森林経営計画や特

定間伐等促進計画に基づき事業

を実施できる者。 

集約化活動 

・森林の現況調査 

・森林所有者の調査 

・作業計画の策定 

・路網整備計画の策定 

・集落説明会等の開催 

定額 

（ただし、補助金額は、知事が別表２

に定める施業区分ごとの単価及び施

業実績（実施面積又は実施延長）、森

林所有区分（他者所有又は自己所有）

に基づき算出して得た額とし、千円

未満を切り捨てた額とする。） 

 

別表２ 補助単価 

施業区分 

単価（円） 

単位 

他者所有林 自己所有林 

人工造林 116,000 107,000 ｈａ当たり 

下刈り 55,000 16,000 ｈａ当たり 

枝打ち 22,000 18,000 ｈａ当たり 

除伐 22,000 18,000 ｈａ当たり 

保育間伐 24,000 20,000 ｈａ当たり 

間伐 136,000 130,000 ｈａ当たり 

森林作業道 300 300 ｍ当たり 

 

 



様式第１号（第４条関係） 
 
 

                            番     号 
                            年  月  日 

 
 
 佐賀県知事     様 
 
 

申請者 住所                    
氏名                    

 
 

年度さがの林業再生プロジェクト推進事業補助金（第  期申請）交付申請書 
 
 
     年度において、下記のとおりさがの林業再生プロジェクト推進事業を完了したの

で、補助金を交付されるよう佐賀県補助金等交付規則及びさがの林業再生プロジェクト推

進事業補助金交付要綱の規定により関係書類を添えて申請します。 
 
 

記 
 
 
 １ 事業の目的 
 
２ 補助金交付申請内訳書及び明細書   別記１・２のとおり 

 
 ３ 事業の効果  
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別
記

１

さ
が

の
林

業
再

生
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
推

進
事

業
補

助
金

交
付

申
請

内
訳

書

　
　

　
　

年
度

(
第

　
期

)

補
助

単
価

（
円

）
補

助
金

額
（

円
）

面
積

（
h
a
）

延
長

（
ｍ

）
（

定
額

）
千

円
未

満
切

捨
て

合
計

（
注

）

（
２

）
面

積
は

、
小

数
点

以
下

第
３

位
を

切
り

捨
て

、
小

数
点

以
下

第
２

位
止

め
で

記
載

す
る

こ
と

。
（

３
）

延
長

は
、

小
数

点
以

下
第

１
位

を
切

り
捨

て
、

整
数

止
め

で
記

載
す

る
こ

と
。

（
１

）
計

画
名

は
、

森
林

経
営

計
画

又
は

特
定

間
伐

等
促

進
計

画
と

し
、

計
画

ご
と

に
明

細
書

を
作

成
す

る
こ

と
。

森
林

経
営

計
画

の
場

合
は

、
（

　
　

）
書

き
で

団
地

名
（

属
人

計
画

の
場

合
は

認
定

　
　

　
番

号
）

を
記

載
す

る
こ

と
。

市
町

計
画

名
（

団
地

名
）

施
業

種
備

考

申
請

者
名

事
業

量
所

有
区

分



別
記

２
さ

が
の

林
業

再
生

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

推
進

事
業

補
助

金
交

付
申

請
明

細
書

　

旧
市

町
大
字

字
地
番

林
班

小
班
群

小
班
群

枝
番

地
域

個
別

期
間

（
注

）
（
１

）
計

画
名

は
、

森
林
経
営
計
画
又
は
特
定
間
伐
等
促
進
計
画
と
し
、
森
林
経
営
計
画
の
場
合
は
（
　
　
）
書
き
で
団
地
名
（
属
人
計
画
の
場

合
は

認
定

番
号

）
を

記
載

す
る

こ
と

。
（
２

）
整

理
番

号
及

び
枝
番
は
造
林
事
業
の
申
請
書
と
一
致
さ
せ
る
こ
と
。

（
３

）
面

積
は

、
小

数
点
以
下
第
３
位
を
切
り
捨
て
、
小
数
点
以
下
第
２
位
止
め
で
記
載
す
る
こ
と
。

（
４

）
延

長
は

、
小

数
点
以
下
第
１
位
を
切
り
捨
て
、
整
数
止
め
で
記
載
す
る
こ
と
。

（
５

）
説

明
会

の
実

施
状
況
（
地
域
・
個
別
）
に
は
有
無
を
記
載
す
る
こ
と
。

（
６

）
間

伐
で

森
林

作
業
道
開
設
を
伴
う
場
合
は
備
考
欄
に
開
設
路
線
名
を
記
載
す
る
こ
と
。

（
７

）
森

林
作

業
道

は
、
路
線
名
を
備
考
欄
に
記
載
す
る
こ
と
。

市
町

作
業

及
び

路
網

整
備

計
画

策
定

期
間

備
考

面
積

（
h
a
）

説
明

会
の

実
施

状
況

森
林

の
現

況
・

所
有

者
等

調
査

期
間

合
計

所
在
地

延
長

（
m
）

所
有

区
分

　
　

　
年

度
(
第

　
期

) 枝
番

施
業
種

整
理

番
号

申
請
者

名
計
画
名
（
団
地
名
）



様式第２号（第７条の１関係） 

 

 

第     号 

年  月  日 

 

 

           様 

 

 

佐賀県知事       印   

            

 

 

  年度さがの林業再生プロジェクト推進事業補助金（第  期申請）の交付決定及び額

の確定について（通知） 

 

 

      年  月  日付け   第    号で申請のあった  年度さがの林業

再生プロジェクト推進事業補助金については、佐賀県補助金等交付規則（昭和５３年佐

賀県規則第１３号）第４条第１項の規定により、下記のとおり交付することに決定し、

あわせて、同規則第１３条の規定により、その額を確定したので、同規則第６条及び第

１３条の規定により通知します。 

 

記 

 

１ この補助金の対象となる事業は、  年  月  日付け  第   号で申請のあ

ったさがの林業再生プロジェクト推進事業とし、その内容については当該申請書記載の

とおりとする。 

 

２ 補助対象面積                  ｈａ（別記内訳書のとおり） 

 

３ 補助金の交付決定及び確定額 金          円（別記内訳書のとおり） 

 

４ この補助金は、次の事項を条件として交付するものとする。 

（１）規則及び「さがの林業再生プロジェクト推進事業補助金交付要綱（以下「要綱」とい

う。）」の規定に従うこと。 

（２）事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類又は証拠物（以下「帳簿等」

という。）を整備し、事業完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管し

なければならない。 
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（３） 同項（２）に基づき作成、整備及び保管すべき帳簿等、台帳及び調書のうち、電磁

的記録により作成、整備及び保管が可能なものは、電磁的記録によることができる。 

（４） 知事は、補助事業者が要綱第２条に該当することが判明したときは、額の確定の有

無にかかわらず補助金の交付の決定の全部、又は一部を取り消すことができる。 

（５） 知事は、補助事業者が補助金を他の用途に使用し又は補助金の交付の内容、条件、

その他法令等若しくは指示に違反したときは、額の確定の有無にかかわらず補助金の交付

の決定の全部又は一部を取り消しすることができる。 

 

 

 

 

  

-9-



別
記

さ
が

の
林

業
再

生
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
推

進
事

業
補

助
金

交
付

決
定

内
訳

書

　
　

　
　

年
度

(
第

　
期

)

補
助

額
（

円
）

補
助

金
額

（
円

）

面
積

（
h
a
）

延
長

（
ｍ

）
（

定
額

）
千

円
未

満
切

捨
て

合
計

申
請

者
名

市
町

計
画

名
（

団
地

名
）

施
業

種
事

業
量

備
考

所
有

区
分



様式第３号（第７条の２関係） 

 

第     号 

年  月  日 

 

 

 佐賀県知事      様 

 

 

申請者 住所           

氏名          

 

 

  年度さがの林業再生プロジェクト推進事業補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額

報告書 

 

 

      年  月  日付け   第    号で交付決定及び額の確定通知があっ

た    年度さがの林業再生プロジェクト推進事業補助金について、さがの林業再生プ

ロジェクト推進事業補助金交付要綱第７条第２項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 佐賀県補助金等交付規則第１３条の 

補助金の額の確定額               金         円 

（   年 月 日付け 第 号による額の確定通知額） 

 

２ 補助金の確定時に減額した仕入れに係る 

消費税等相当額                 金         円 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定 

した仕入れに係る消費税等相当額         金         円 

 

４ 補助金返還相当額                 金         円 

 

 

 

（注）別記「   年度さがの林業再生プロジェクト推進事業補助金に係る仕入れに係る消

費税等相当額集計表」及びその他参考資料を添付すること。 
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別
記

円
円

円
円

（
注

）
1 2 3 4 5
　

「
消

費
税

確
定

未
確

定
」

欄
は

、
消

費
税

法
第
9
条

第
1
項

の
規

定
に

該
当

す
る

場
合

、
消

費
税

法
第
3
7
条

第
1
項

の
規

定
に

よ
る

届
出

書
を

提
出

し
た

場
合

並
び

に
消

費
税

及
び

地
方

消
費
税

の
確

定
申

告
を

行
っ

た
場

合
に

は
「

確
定

」
、

そ
れ

以
外

の
場

合
に

は
「

未
確

定
」

と
記

載
す

る
こ

と
。

合
　

　
　

　
計

　
当

該
補

助
金

の
事

業
主

体
（

消
費

税
法

第
9
条

第
1
項

の
規

定
に

該
当

す
る

事
業

者
若

し
く

は
消

費
税

法
第
3
7
条

第
1
項

の
規

定
に

基
づ

く
届

出
書

を
提

出
し

た
事

業
者

が
事

業
主

体
で

あ
る
場

合
（

消
費

税
法

第
6
0
条

第
4
項

に
該

当
す

る
地

方
公

共
団

体
又

は
人

格
の

な
い

社
団

等
が

事
業

主
体

で
あ

る
も

の
を

除
く

。
）

を
含

む
。

）
に

つ
い

て
記

載
す

る
こ

と
。

　
「

課
税

方
式

」
欄

に
は

、
当

該
補

助
金

に
係

る
仕

入
れ

に
係

る
消

費
税

等
相

当
額

の
確

定
時

に
お

い
て

、
消

費
税

法
第
9
条

第
1
項

の
規

定
に

該
当

す
る

事
業

者
に

あ
っ

て
は

「
免

税
」

、
消

費
税

法
第
3
7
条

第
1
項

の
規

定
に

よ
る

届
出

書
を

提
出

し
た

事
業

者
に

あ
っ

て
は

「
簡

易
課

税
」

、
そ

の
他

の
事

業
者

に
あ

っ
て

は
「

課
税

」
と

記
入

す
る

こ
と
。

「
仕

入
れ

に
係

る
消

費
税

額
及

び
地

方
消

費
税

額
」

欄
は

、
交

付
対

象
経

費
に

含
ま

れ
る

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

に
相

当
す

る
額

の
う

ち
、

消
費

税
法

（
昭

和
6
3
年

法
律

第
1
0
8
号

）
に

規
定

す
る

仕
入

れ
に

係
る

消
費

税
額

と
し

て
控

除
で

き
る

部
分

の
金

額
と

当
該

金
額

に
地

方
税

法
（

昭
和
2
5
年

法
律

第
2
2
6
号

）
に

規
定

す
る

地
方

消
費

税
率

を
乗

じ
て

得
た

金
額

と
の

合
計

額
を
記

載
す

る
こ

と
。

　
「

仕
入

れ
に

係
る

消
費

税
等

相
当

額
」

欄
は

、
交

付
対

象
経

費
に

含
ま

れ
る

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

に
相

当
す

る
額

の
う

ち
、

消
費

税
法

に
規

定
す

る
仕

入
れ

に
係

る
消

費
税

額
と

し
て

控
除

で
き

る
部

分
の

金
額

と
当

該
金

額
に

地
方

税
法

に
規

定
す

る
地

方
消

費
税

率
を

乗
じ

て
得

た
金

額
と

の
合

計
額

に
補

助
率

を
乗

じ
て

得
た

金
額

を
記

載
す

る
こ

と
。

　
　

年
度

さ
が

の
林

業
再

生
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
推

進
事

業
補

助
金

に
係

る
仕

入
れ

に
係

る
消

費
税

等
相

当
額

集
計
表

事
業

区
分

事
業

主
体
名

事
　

業
　
費

県
補

助
金

課
税

方
式

仕
入

れ
に

係
る

消
費

税
額

及
び

地
方

消
費

税
額

補
助
率

仕
入

れ
に
係

る
消

費
税
等

相
当
額

消
費
税

確
　
定

未
確
定

備
　
考



様式第４号（第８条関係） 

 

                            番     号 

                            年  月  日 

 

 

 佐賀県知事      様 

                         

 

 申請者 住所            

                           氏名            

 

 

さがの林業再生プロジェクト推進事業補助金交付請求書 

 

 

  年  月  日付け 第  号で補助金の交付決定及び額の確定通知があったさ

がの林業再生プロジェクト推進事業補助金として、下記金額を交付されるよう佐賀県補助

金等交付規則及びさがの林業再生プロジェクト推進事業補助金交付要綱の規定により請求

します。 

 

記 

 

 

 

請 求 額  金          円 

 

 

 

 

 

 

 

 

           金融機関 

           種  別 

           口座番号 

                       口座名義 
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